
利 用 さ れ る 方 へ参考１

１ この報告書の数値は、本市が独自に集計したものであり、経済産業省及び福岡県から公表

される数値と相違する場合があります。

２ 日本標準産業分類の改訂（第11回、平成14年3月）が行われたことに伴い、平成14年調査

結果は新産業分類で表章しています。

なお、「 」に掲載の平成11年調査結果は新産業分類に組平成14年商業統計調査結果の概要

み替えています。

３ 次の事業所は平成11年調査と取扱い等を変更しています。

事業所の区分 平成11年調査時の取扱い 平成14年調査時の取扱い

代理商，仲立業 商品販売額・商品手持額のな 年間商品販売額と仲立手数料

い仲立行為専業を代理商，仲 を比較して仲立手数料が多い

立業に格付 場合に代理商，仲立業に格付

総合農協の購買店舗 農協と同一構内（建物）に農 農協と同一構内（建物）に農

協の直営購買店舗がある場合 協の直営購買店舗がある場合

も調査対象 は調査対象外

国及び地方公共団体 調査対象外 調査対象

に属する事業所

自動車販売会社の本 本社・本店等と営業所間の帳 本社・本店等は統括管理事務

社・本店等 簿の振り替えを含めて卸売事 所またはリース会社、タクシ

業所として調査 ー会社等への業務用販売を行

っている場合、その販売をも

って卸売事業所として調査

４ 商品分類（品目）別の取扱事業所数は商品別に計上しているため、計は延べ事業所数とな

り、産業分類別に集計した事業所数とは異なります。

５ 統計区は平成12年国勢調査時に設定したものを使用しています。

６ 数字の単位は各表に掲げていますが、一見して明らかなものは省略しています。

７ 単位未満は四捨五入していますので、総数とその内訳の合計が必ずしも一致しないことが

あります。

８ 統計表中の記号は次のとおりです。

「 0 」及び「 0.0 」 ………………………………… 単位未満

「‐」 ………………………………………………… 皆無

「－（マイナス）サイン」付き数値 ……………… 減少



「 X 」 ………………………………………………… 秘匿数字

10 集計は本市総務企画局情報化推進室情報システム課において行いました。

11 本書についての問い合わせ先

福岡市総務企画局企画調整部統計調査課

〒810-8620 福岡市中央区天神一丁目8番1号

TEL 092(711)4081


